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固体高分子形燃料電池（ＰＥＦＣ）
に関する取り組みの現状

平 成 １ ５ 年 ６ 月
経 済 産 業 省
新 エ ネ ル ギ ー 対 策 課

使用例燃料電池の原理

設置イメージ
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水素製造装置

燃料電池

環境にやさしい究極の車

② 家庭用燃料電池

マイクロ・パワー革命の旗手

燃料電池は、水素と酸素の化学反応により発電

２H2 ＋ O2 → ２H2O ＋ 電気＋ 熱

酸素（Ｏ２）水素（Ｈ２）

電極
（燃料極）

電解質
（高分子膜）

電極
（空気極）

直流電力
－極 ＋極

１．高効率な発電

２．環境特性に優れる

３．静粛性に優れる

４．小型化による多様なシステムへの適用

燃料電池の特徴

燃料電池とは燃料電池とは
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① 燃料電池自動車
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1801 デービー卿(英) 燃料電池のアイデアを発表

18391839 グローブ卿（英）グローブ卿（英） 燃料電池による発電実験成功燃料電池による発電実験成功

1952 ベーコン（英） 燃料電池による特許取得

1965 ジェミニ５号（米)、GE社製固体高分子形燃料電池を搭載（初の宇宙利用）

1969 アポロ11号（米)、ユナイテッド・テクノロジー社製アルカリ形燃料電池を搭載し月面着陸へ

1967 米国 TARGET計画（小容量燃料電池の商業化）が開始
→ りん酸形燃料電池の開発、フィールドテストなど実施

1993 日本 ニューサンシャイン計画 固体高分子形燃料電池の要素技術、システム開発開始

誕
生

宇
宙
用
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生
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今日のスペースシャトル（アルカリ形燃料電池）に至る

2001 日本 燃料電池実用化戦略研究会報告(1月）

固体高分子形燃料電池／水素エネルギー利用技術開発戦略策定（８月）
固体高分子形燃料電池／水素エネルギー利用プログラム策定（８月）

実
用
化

1981 日本 ムーンライト計画 各種燃料電池研究開発開始 → 1992～ニューサンシャイン計画へ

りん酸形 ：200kW級,1,000kW級実証試験など実施

溶融炭酸塩形：1000kW級運転研究など実施

固体酸化物形：数kW級技術の研究開発など実施

200kW級りん酸形燃料電池 実用化段階へ

燃料電池の歴史 e－ e－

酸素
水素

＋ －

希硫酸水溶液

酸素 酸素

水素 水素

白金線

2002.12 燃料電池自動車 試験的市販へ ２

燃料電池の種類
電池の種類 電解質 発電出力（注） 用途と開発段階

（発電効率(HHV)）

（注）開発目標値も含む。

1,000℃

りん酸形 りん酸 ～1,000kW 業務用、工業用
（PAFC： （35～42％） 導入普及段階

Phosphoric Acid Fuel Cell)

固体高分子形 固体高分子 ～250kW 自動車用、家庭用、
（PEFC： （30～40％） 小型業務用、携帯用

Polymer Electrolyte Fuel Cell) 実用化開発段階

固体酸化物形 安定化ジルコニア 1～ 数千kW 業務用、工業用、発電所用
（SOFC： （47～59％） 研究開発段階

Solid Oxide Fuel Cell) （数ｋＷモジュール）

溶融炭酸塩形 溶融炭酸塩 1～10万kW 工業用、発電所用
（MCFC： （41～54％） 研究開発段階

Molten Carbonate Fuel Cell) （１ＭＷプラント）
650℃

200℃

80℃

500℃
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作動温度

３
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燃料電池スタックの構成

MEA（膜－電極接合体）

燃料電池スタック

電極触媒・ガス拡散基材

燃料極
電解質膜

セパレータ

水素
空気極

酸素

セパレータ

電解質膜

４

燃料電池の意義

５大ポイント

環境負荷低減効果

高効率
（省エネルギー効果）

新規産業・雇用の創出
産業競争力の強化

エネルギー供給源の多様化

電源の分散化

CO2削減
NOx，SOx，PMゼロ

３．燃料電池の意義３．燃料電池の意義

燃料電池自動車 効率48%程度
定置用燃料電池 効率80%以上（排熱利用含む）

石油はもとより、天然ガス・
太陽光・風力・バイオマス等
から水素を製造

自動車、電気機器、素材、
化学、石油、ガス、電力等
幅広い産業に関係

送電損失低減
災害時バックアップ

21世紀は、環境の世紀であり、

環境技術力の差が競争力の源泉 ５

多様な燃料電池の応用範囲多様な燃料電池の応用範囲

－ 環境問題への対応

－ エネルギーセキュリティの確保

－ 新規産業の創出

－ 環境問題への対応

－ エネルギーセキュリティの確保

－ 新規産業の創出

定置用燃料電池定置用燃料電池 燃料電池自動車燃料電池自動車

携帯用燃料電池携帯用燃料電池 再生可能エネルギーの活用再生可能エネルギーの活用

生ごみ等

水素

燃料電池
電気

熱

家庭用分散エネルギー 環境に優しい究極の車

長時間使用可能な
革新的電源

太陽光 バイオマス風力

燃料電池

空気
（酸素）

水

水素

電解質膜

化学
反応

６

固体高分子形燃料電池：21世紀の水素エネルギー社会の扉を開く鍵

21世紀半ばには、化石エネルギー社会

から、究極のクリーンエネルギーである

水素を利用する水素エネルギー社会へ

化石エネルギー社会

１８世紀後半～２０世紀

２１世紀半ば

燃料電池は水素エネルギー
社会における自動車動力源、
分散型電源の主役

水素エネルギー社会

以下のような喫緊の課題に直面

・地球温暖化対策
・大気環境負荷低減対策
・エネルギー供給源の多様化 等

高効率で環境特性に優れる燃料
電池は、我が国の直面する喫緊
の課題を解決する切り札

２１世紀初頭

（クリーンな水素を用いた
トータルエネルギーシステム）

化石エネルギー社会から水素エネルギー社会への

スムーズな移行を可能とするブリッジング・テクノロジー

水素エネルギー社会の扉を開く鍵

石炭 → 石油 → 天然ガス → 水素

C:H＝20:1程度 0.5:1程度 0.25:1 0:1

（脱炭素化の流れ：地球環境への影響を
より少なくする方向へ）

石炭 石油 天然ガス 水素

７

• 燃料電池は、まさに、21世紀のエネルギー・
環境分野における“Key Technology”
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燃料電池をめぐる国内外の動向燃料電池をめぐる国内外の動向
※ 新聞情報等を基に作成

注：この時点では、技術的に販売しても差し支えないといった段階であり、その利用はモニター事業、実証事業等
にとどまるものと思われる。

◎燃料電池自動車のデモンストレーションプロジェクト

企業名 年
トヨタ自動車 ２００２．１２ 試験的市販開始注

本田技研工業 ２００２．１２ 試験的市販開始注

日産自動車 ２００３年中（予定） 試験的市販開始注

General 　Motors ２００８～１０頃 本格的な年間数万台の販売規模
Daimler　Ｃｈｒｙｓｌｅｒ ２００３．３～（予定） 燃料電池バスの試験的市販開始

２００３（予定） 燃料電池乗用車の試験的市販開始
Ｆｏｒｄ　Motor ２００４（予定） 試験的市販開始

　　　　　  国名 ・都市など 年
アメリカ サクラメント 2000～ California Fuel Cell Partnership(CaFCP)  

乗用車、バスが参加
未 　定 2003～ 連邦政府レベルのプロジェクト

2015年からの商用化を睨み、2003年から自動車の公募開始 （予 定）
2008年頃までに数百台に拡大の予定

日本 首都圏 2002-2004 水素供給 ステーションの 実証 を含む燃料電池自動車 の公道走行試験
乗用車、バ スが 参加

欧州８カ国 １０都市* 2003～ CUTE（Clean　Urban　Transport　in　Europe ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＆ECTOS（Ecological 　City　Transport　System）
１０都 市に水素ステーションを設置 し、ダイムラークライスラー製のバ スが参加

ドイツ ベルリン 2003～ CEP（Clean Energy Patnership)
乗用車（燃料電池自動車と水素エンジン車 ）と燃料電池 バスが参加

スペイン マドリード 2003～ CITYCELL　
ＦＩＡＴ系列のバスが参加

＊ストックホルム（スウェーデン）、ロンドン （イギリス）、アムステルダム（オランダ）、ハンブルグ、シュツットガルト（ドイツ）、

　ルクセンブルグ（ルクセンブルグ）、マドリード、バルセロナ（スペイン）、ポルト（ポルトガル）、レイキャビク（アイスランド）

８

（１）燃料電池自動車の開発動向
（２）定置用燃料電池の開発動向 ※ 新聞情報等を基に作成

企業名 年
２０００ １kW及び３０kW定置用プロト機開発
２００１ １kW定置用フィールド試験

東芝ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙﾌｭｴﾙｾﾙｽ゙ １０ｋＷ業務用プロト機開発
２００２ ５ｋＷ業務用プロト機 開 発

２００４～５ １ｋW・5kW実用化開始
三洋電機 １９９８ １ｋＷ、水素ボンベ式可搬用開発

２００４ １ｋＷ試験販売開始
２００５ １ｋＷ本格販売
２０００ ２５０ｋＷ級システムの実証試験

荏原バラード ２００３ 水素ボンベ式、１ｋＷ級商品化
２００４ １ｋＷ家庭用商品化

松下電器産業 １９９９ 実用条件を踏まえたラボ的な試験を開始
２００４ １ｋＷコジェネ商品化

松下電工 ２００１ ２５０Ｗ、携帯用発電機のテスト販売
２００４ １ｋＷ、ＬＮＧコジェネ

三菱重工業 ２００５ １ｋＷ、商品化
新日本石油 ２００２ ５ｋＷ、石油系実証試験

２００３ １ｋＷ、ＬＰガス型モニターテスト開始
２００４ １ｋＷ、LPガス型を日本石油ガスと実用化

コスモ石油 ２００３ １～１０ｋＷ、石油系燃料実用化レベル
コロナ ２００３ １～３ｋＷ、灯油実用化

出光興産 ２００４ LPガス実用化
２００５ 灯油実用レベル

東京ガス ２００４ 都市ガス１ｋＷ級実用化
大阪ガス ２００３ ０．５～１ｋＷ実運用試験開始

２００５ ０．５～１ｋＷ、家庭用商品化
Plug　Power ２００１ ５ｋＷ級フィールドテスト

２００４ ５ｋＷ級販売開始
※　２００２．１１　Plug 　Power がＨ－Powerを買収

Ｈ－Power ２００１ ３～４．５ｋＷ級開発
２００３ ５００Ｗ級商品化(注) 　　　　　　　　　　　　　　　（注）現在中断
２００５ ３～４．５ｋＷ級供給予定 (注)

Ballard　Generation 　Systems ２０００～０４ ２５０ｋＷ級フィールドテスト機生産、試験
２００２末 水素ボンベ式、１ｋＷ級商品化

トヨタ自動車 ２００４～０５ モデル住宅建設
２００８ ガソリン、住宅用本格販売 ９

克克

服服

すす

べべ

きき

課課

題題

燃料電池の実用化・普及に向けた課題
（１）燃料電池の基本性能の向上

（膜・電極・触媒・セパレータ／改質器／水素燃料貯蔵）

・高効率化、小型化・軽量化、
低コスト化 (例：膜は５～１５万円→３～５千円）、
耐久性の向上 （例：定置用４万時間など） 等

（３）基準・標準等のソフトインフラの整備
・安全性等の基準の策定
・試験方法・評価方法の標準化
・規制の見直し 等
※新たな技術への対応に必要

（４）その他
・資源制約問題への取組み（白金等希少資源の確保）

・社会的受容性の向上
（水素、燃料電池は国民の利用経験のない新たな燃料、技術）

・人材不足の解消
（企業の開発のネック、大学改革の必要性） 等

「水
素
」と
「燃
料
電
池
」を
キ
ー
と
す
る

ト
ー
タ
ル
・エ
ネ
ル
ギ
ー
・シ
ス
テ
ム
の
構
築
が
必
要

普

及

の

拡

大

（２
桁
の
コ
ス
ト
ダ
ウ
ン
な
ど
）

経
済
性
の
向
上

（２）燃料開発とインフラの整備
・燃料電池自動車の燃料の選定
・燃料供給インフラ の整備 等

参考：ガソリンスタンド 全国５３，０００ヶ所、
<ハイブリッド自動車 ７４，０００台(H13FY末)>

天然ガスステーション１８０ヶ所［都市部を中心に］
<天然ガス自動車 １２，０００台(H13FY末)>   
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燃料電池の実用化・普及に向けた我が国の取組み
燃料電池実用化戦略研究会

・1999年12月設置

・産学官から構成される資源エネルギー庁長官の私的研究会
・座長：茅 陽一 （東京大学名誉教授）

［主な活動状況］
○「燃料電池実用化戦略研究会報告」の取りまとめ（2001年1月）

燃料電池の意義の明確化、燃料電池実用化・普及に向けた課題の整理、課題解
決の基本的な方向性の提示

○「固体高分子形燃料電池／水素エネルギー利用技術開発戦略」の策定
（2001年8月）

燃料電池に係る現状技術レベルの整理、開発目標の設定、最重要技術課題の特
定、産学官の役割分担の明確化

燃料電池実用化推進協議会
・2001年3月設立
・民間企業から構成される任意団体（2003年1月現在142者参加）

・会長 西室泰三 （（株）東芝取締役会長）
・燃料電池実用化に向けた具体的な課題解決策を検討する際の
民間側の検討・協議の場

［主な活動状況］
・2001年7月、国の燃料電池施策への提言及び検討状況報告を
取りまとめ

平成１５年度予算平成１５年度予算

当該プログラム関係予算として
２２５億円２２５億円

その他燃料電池関係予算として
８２億円８２億円

合計合計 ３０７億円３０７億円
（対前年度比＋８７億円）

連 携

「固体高分子形燃料電池／
水素エネルギー利用
プログラム」を策定

(2001年8月）

これらの成果を踏まえ、
具体的な施策を実施

11
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研
究
開
発
・
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開
発

導
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・普
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に
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け
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策
と
の
連
携

基盤整備・技術実証段階基盤整備・技術実証段階 導入段階導入段階 普及段階普及段階

燃料電池本体の技術開発
水素利用分野技術開発

実用化・
普及促進

ソフト面
（制度面）
でのイン
フラ整備

自動車燃料
供給体制の
整備

燃料供給体制の
段階的整備

民間主導の供給
体制の確立

実証試験 （２００２～０４）
[燃料電池自動車公道走行試験、
水素供給ステーション実証、
住宅用・業務用燃料電池実証等]

導入支援
[公的機関、関連企業等
による率先導入]

普及促進等
[一般民間部門へ拡大］

一層の性能向上・低コスト化
を図る共通的要素技術開発

２００２～ ２００５～ ２０１０～ ２０２０～

燃料電池自動車、定置用燃料電池の導入シナリオ燃料電池自動車、定置用燃料電池の導入シナリオ

燃料電池自動車、
定置用燃料電池の
限定的な市販開始

２００３～０４

２００５年頃までの
開発競争が将来の
競争優位を決する

企
業
の
取
組
み

２０１０年導入目標２０１０年導入目標
燃料電池自動車

約５万台
定置用燃料電池

約２１０万ｋＷ
（家庭用 120万台など）

２０２０年導入目標２０２０年導入目標
燃料電池自動車

約５００万台
定置用燃料電池
約１０００万ｋＷ

（家庭用 570万台など）

規制の再点検の実施

基準・規格の策定と国際標準化
(ミレニアムプロジェクトの活用）

市場の本格的拡大導入の加速化

トヨタ、ホンダ ２００２年１２月→政府率先導入
日産 ２００３年中
ＤＣ バス２００３年 ３月～、乗用車２００３年
ＧＭ、フォード ２００４年

（参考） 燃料電池関連予算 ２００３年度予算 ３０７億円 （２００２年度予算 ２２０億円）
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１．日時：２００１年１２月１３日（木）１１：３０～１２：３０

２．場所：国会構内衆議院前庭駐車場

３．主な参加者：
[内 閣 ] 内閣総理大臣 小泉 純一郎

経済産業大臣 平沼 赳夫
環境大臣 川口 順子 (当時）他

[各会派代表] 公明党代表 神崎 武法
保守党代表 野田 毅
民主党代表 鳩山 由紀夫

４．参加自動車会社：
トヨタ 張 富士夫 社長 FCHV-4（クルーガー）
日産 カルロス ゴーン 社長 XTERRA-FCV（エクステラ）
本田技研 宗国 旨英 会長 FCX-V3、FCX-V4（EV-PLUS)
マツダ 渡辺 一秀 会長 PREMACY FC-EV(プレマシー)

総理、関係閣僚、各会派代表等による燃料電池自動車試乗会総理、関係閣僚、各会派代表等による燃料電池自動車試乗会

「乗り心地は普通の車より静かで快適。環境にやさしい究極の車。日本のエネルギー安全保障を考
えても非常に重要な研究開発である。」と感想を述べ、「２００３年に実用化されれば各閣僚は全員こ
れに乗るべきである。」と政府としても普及に努める考えを表明。

試乗会開催（経済産業省主催）

総理発言
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１．日時：２００２年１２月２日（月）１１：３０～１１：５５

２．場所：首相官邸正面玄関前

３．出席者：
[政 府 ] 内閣総理大臣 小泉 純一郎

官房長官 福田 康夫
経済産業大臣 平沼 赳夫
国土交通大臣 扇 千景
環境大臣 鈴木 俊一
科学技術担当大臣 細田 博之 他

[自動車会社 ] トヨタ 奥田 碩 会長
本田技研 吉野 浩行 社長

４．参加車両：内閣官房・内閣府に納車される燃料電池
自動車２台（トヨタ FCHV、本田技研 FCX）

「燃料電池自動車の完成はもっと先だと思っていたが、予想よりも早く世界に先駆けて市
販されることになった。日本は自然との共生と経済発展の両方に成功したと言われるよう、
今後とも技術開発面での活躍を期待します。」

総理発言

政府の燃料電池自動車納車式政府の燃料電池自動車納車式
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燃料電池関連予算の推移（平成１３～１５年度）燃料電池関連予算の推移（平成１３～１５年度）
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5

（１）固体高分子形燃料電池システム技術開発 （５３億円→５１．１億円）
燃料電池を構成する各要素技術、素材技術等の開発及びシステム化技術、量産化技術、低ｺｽﾄ化技術等の開発

（２）水素安全利用等基盤技術開発【新規】 （０→４５．５億円）
水素の安全性の検証に必要なデータの取得等安全技術の確立及び水素燃料インフラに必要な圧縮機等の関連機器の開発

（３）固体高分子形燃料電池システム実証等研究 （２５億円→３８．６億円）
燃料供給ステーションの実証を含む燃料電池自動車の公道走行試験、定置用燃料電池コージェネレーションシステムの

実使用条件下での運転試験など

（４）固体高分子形燃料電池システム普及基盤整備事業 （３１億円→３８．７億円）
評価試験を通じた各種データの収集、評価試験方法の確立、基準・標準案の提案など（ミレニアムプロジェクト）

（５）燃料電池自動車等用リチウム電池技術開発 （１０億円→１９．５億円）
蓄電池の中で最も高いエネルギー効率を持つ高出力・長寿命のリチウム電池の開発。

（６）携帯用燃料電池技術開発【新規】 （０→２．２億円）
携帯用燃料電池について数年後の実用化を目指した技術開発

（７）燃料電池発電技術開発 （３３億円→３５．９億円）
発電効率の高い固体酸化物燃料電池（SOFC）及び溶融炭酸塩形燃料電池（MCFC）の技術開発

平成１５年度燃料電池関連予算の概要平成１５年度燃料電池関連予算の概要

平成１５年度予算額は､３０７億円(平成１４年度予算額２２０億円)

【主な予算】

16

Feed Back 成果

ミレニアム・プロジェクトの概要
技 術 開 発 ・実 証 試 験

ミレニアム・プロジェクト*
固体高分子形燃料電池システム普及基盤整備事業

（２０００～２００４年度）

国際標準化

国際競争力確保

燃料規格提案

燃料品質の確立を行う

安全性評価試験

不特定、非専門者が使用
しても安全が確保されること

自動車：衝突時、火災時等
定置：設置要件、系統連系、使用環境

不活性ガスでの置換、監視等
共通：電気安全、異常時、ガス漏洩等

試験方法の確立

統一化された客観的な試験
方法の確立が必要

自動車：出力、燃費、起動性、応答性等
定置：出力・排熱特性、燃料消費量

使用環境下での影響試験等
共通：効率、環境への影響

（騒音、排気ガス）

燃料品質
コンタミの影響：
添加剤（付臭剤や着色剤）
不純物等

IEC/TC105 燃料電池
IEC/TC69  電気自動車
ISO/TC22  電気自動車
ISO/TC197 水素技術

法規制
安全性を確保し
た上での現行
法規対応検討

IEC：国際電気標準会議
ISO：国際標準化機構

実
用
化
・普
及
に
向
け
た

ソ
フ
ト
イ
ン
フ
ラ
の
整
備

＊：新しいミレニアム（千年紀）の始まりを目前に控え、人類の直面する課題に応え、新しい産業を生み出す大胆な技術革新に取り組む事業として、
１９９９年に故小渕総理の提唱により始まったプロジェクト
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２００１ ２００２ ２００３
１１月

ＩＳＯ（ＴＣ２２／
ＳＣ２１）での
主な活動

ＷＧ１
・（安全）
日本案を採択

５月以降

日本案
提出

ＷＧ２
・（用語）

２月 １１月

・（走行性能試験法）
日本案をﾍﾞー ｽに

検討すること決定

・（燃費測定法）
日本案をﾍ ﾞー ｽに

検討すること決定

・（用語）
日本案をﾍﾞー ｽにした案
が送付され、今後検討

２００３年末の
CD（Committee Draft)

発行に向け意見調整中

３月

実証試験の実施（２００２～２００４年度）

＜実証試験＞

燃料電池自動車の
公道走行試験

水素供給ステーション
の実証試験（首都圏）

•環境性能、燃費、エネルギー総合効率、燃料供給インフラ 整備コスト等のデータの収集・分析・評価

［必要性］
燃料電池の更なる開発と導入・普及に向けて
必要データの取得、社会的受容性の向上、普及啓発の視点から重要

実際の運転状況を把握・評価しながら技術的課題を解決
→①安全性の確立、②データの蓄積による基準の策定・標準化の促進、③燃料選択の決定、④燃料規格化等に資する

自動車用燃料電池実証試験 定置用燃料電池実証試験

••燃料供給インフラとの整合を含むトータル利用システムの構築燃料供給インフラとの整合を含むトータル利用システムの構築

••パブリックアクセプタンスの確立パブリックアクセプタンスの確立
効果

オフサイト方式［外部から水素運搬］
メタノール改質方式
ＧＴＬ（ナフサ改質）方式
水電解方式

天然ガス改質方式

高圧水素
液体水素

市街地

高速
登坂 充填

走行

×
高圧水素貯蔵
液体水素貯蔵

一般地区
工業地区
海浜地区
寒冷地区
など

× 住宅用
業務用

設置
Ｈ2等運

搬
都市ガス
ＬＰガス

（製造工場）

定置用燃料電池コージェネレー
ションシステムの運転試験

目的
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２．ナフサ改質型水素供給設備
（横浜市旭区上白根町）

実証試験内容： ○燃料電池自動車の公道走行試験
○各種原燃料等を用いた水素供給ステーション運転試験

ベース基地

１．脱硫ガソリン改質型水素供給設備
（横浜市鶴見区大黒町）

４．メタノール改質型水素供給設備
（川崎市川崎区小島町）

５．液体水素貯蔵型水素供給設備
（江東区有明）

３．LPガス改質型水素供給設備
（荒川区南千住）

移動式水素供給設備
（千代田区霞が関 等）

実施体制 （平成１４年度）

水素供給インフラ実証関係

燃料電池自動車実証関係

４．メタノール改質による水素供給設備
ジャパン・エア・ガシズ

３．LPガス改質による水素供給設備
東京ガス・日本酸素

５．液体水素による水素供給設備
岩谷産業・昭和シェル石油

２．ナフサ改質による水素供給設備
新日本石油

１．脱硫ガソリン改質による水素供給設備
コスモ石油

液体水素製造実証設備
新日本製鐵

（財）エンジニアリング振興協会

本田技研工業

日産自動車

ダイムラー・クライスラー

ゼネラルモーターズ

（財）日本電動車両協会

トヨタ自動車

（財）日本自動車研究所

移動式水素供給設備
日本酸素

経済産業省

［補助］

燃料電池自動車 及び 水素供給インフラ 実証研究（平成１４～１６年度）燃料電池自動車 及び 水素供給インフラ 実証研究（平成１４～１６年度）

【イメージ図】
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6

燃料電池自動車（水素車載方式）とエネルギーインフラのイメージ

電力電力

石油系液体燃料
（ナフサ、灯油、LPガス）

天然ガス天然ガス

水素車載方式 水素の製造技術の主要な選択肢

石油石油

精製

都市
ガス導管

副生水素の抽出副生水素の抽出

H2
PEM

水の電気分解

改質装置
(H2 ←ﾅﾌｻ等)

水素貯蔵技術の主要な選択肢

H2

①圧縮水素
（高圧ボンベによる貯蔵）

②液体水素
（耐極低温タンクによる貯蔵）

③水素吸蔵合金
（合金の結晶の中に水素を吸着）

④水素吸蔵物質
（カーボンナノチューブなどの中に

水素を吸着）
⑤ケミカルハイドライド

（水素を含有し、容易に取り出せる
化合物を利用）

改質装置
(H2 ← GTL等）

改質装置
（H2←メタン ）

(水素の貯蔵タンクを車に搭載)

製鉄所のコークス炉、
苛性ソーダ工場での
副産物としての水素を
抽出

・夜間の余剰電力
・太陽光・風力・バイオ

マス・廃棄物等の
新エネルギーによる
発電

石炭石炭

水素貯蔵タンク

燃料電池

燃料製造工場

GTL（合成ガソリン）
メタノール、DME（ｼﾞﾒﾁﾙｴｰﾃﾙ）

水素ステーション

H2
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実施体制（平成１４年度）

実証試験内容：○様々な環境下における燃料電池コージェネレーションシステムの運転試験

○家庭用燃料電池の系統連系時の影響評価試験

①
②③

④

⑤

⑥

⑦

⑨
⑫

⑪

環境条件 出力 燃料種 施設条件
① 世田谷
② 横浜
③ 名古屋
④ 調布
⑤ 豊中
⑥ 土浦 LPG 戸建住宅

寒冷地区 ⑦ 札幌 1kW 都市ガス 戸建住宅
⑧ 福岡 都市ガス 戸建住宅
⑨ 川崎 LPG 集合住宅
⑩ 大阪 集合住宅
⑪ 墨田 戸建住宅
⑫ 清水 5kW ナフサ 業務用店舗

海浜地区

交通頻繁
地区

一般住宅
地区

1kW

1kW

1kW

サイト名

都市ガス

都市ガス

戸建住宅

集合住宅

設置状況（大阪）

a
bc

a：定置用燃料電池

b：貯湯槽

c：配電盤等

＜参加法人＞
・荏原製作所
・新日本石油
・生活価値創造住宅開発技術研究組合
・積水化学工業
・電力中央研究所
・東京電力
・日本ガス協会

＜協力企業＞
・荏原製作所
・三洋電機
・新日本石油
・東芝ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙﾌｭｴﾙｾﾙｽﾞ
・トヨタ自動車
・松下電器産業

財団法人新エネルギー財団

経済産業省

［補助］

定置用燃料電池 実証研究（平成１４～１６年度）定置用燃料電池 実証研究（平成１４～１６年度）
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⑩

⑧
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家庭用燃料電池のシステム構成家庭用燃料電池のシステム構成

①燃料処理装置
都市ガスなどの燃料は、燃料処理装置で水素、二酸化炭素、微量の一酸化炭素等を含んだガスに改質されます。

このガスは主成分が水素であることから、水素リッチガスと呼ばれています。

②ＰＥＦＣスタック
燃料処理装置で取り出された水素と空気供給装置からの酸素を使って直流電気を発生します。

③インバータ
ＰＥＦＣスタックで発電した直流電気を、交流に変換します。
商用電力と接続するために必要な系統連系機能も持っています。

④熱回収装置
ＰＥＦＣスタックや燃料処理装置から排熱を回収し、

約６０℃の温水をつくります。

⑤貯湯槽
回収したお湯を貯めておき、

給湯需要があるとき使います。

⑥バックアップバーナー
貯湯槽内の温水で給湯需要に

対応できない場合、
バックアップバーナーで
加熱して供給します。

都市ガス、
ＬＰガス等

空
気

電力

温水

①燃料処理装置

③インバータ

空気供給装置

⑤給湯槽

⑥バックアップ
バーナ

④熱回収装置

②ＰＥＦＣスタック

排熱

直流電気

空気

水素

温水

産業界からの検討要望項目（６法律（※１）２８項目）に関して、「燃料電池実用化に
関する関係省庁連絡会議」（※２）において安全性の確保を前提としつつ、検討を行
い、スケジュール等をとりまとめ。（２００２年１０月２５日）

※１ ６法律
高圧ガス保安法、道路運送車両法、道路法、建築基準法、消防法、電気事業法

※２ 関係省庁連絡会議メンバー
内閣官房、内閣府、警察庁、消防庁、経済産業省、国土交通省、環境省

規制の再点検スケジュール

２００５年以降の水素をエネルギーとして利用する燃料電池の導入を想定した規制の体系を構築

２００３年度までに、民間側を中心として実験
データの取得や、例示基準案の作成

２００４年度中に、規制官庁側により安全性を確
認し、技術基準の整備等必要な措置を実施

燃料電池自動車の試験的市販に支障
のないよう遅くとも２００２年末までに実
施すべき事項（５項目）

商用レベルの燃料電池の初期導入が想定される
２００４年度末までに実施すべき事項（２３項目）

検討の結果、試験的な導入に支障なし

燃料電池の実用化に関連する規制の再点検燃料電池の実用化に関連する規制の再点検

○ 燃料電池の実用化に関する関係省庁連絡会議
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7

根拠法 項　　　　　　　　　　目 所管省庁

道路運送車両法
・燃料電池自動車が公道走行する場合 、国土交通大臣の認定が必要 であるが、① 届出内容の明確化、手続きの 明確化・簡素化、②認定を受 けた

燃料電池自動車の第三者譲渡

道路法
・水底トンネル等の通行規制に関して 、制限の要件 が不明確であるが、①通行制限範囲の明確化 、②国土交通大臣の認定を 受けた燃料電池自動

車の通行 の可否
※該当法令なし ・燃料電池自動車の①地下駐車場等への進入制限範囲の明確化、②国土交通大臣の認 定を受けた燃料電池自動車の通行の 可否 －
高圧ガ ス保安法 ・燃料電池自動車を外 国から日本に持 ち込む際、車体から 燃料容器を取 り外さないでの 検査 経済産業省

水素 高圧ガ ス保安法 ・移動式水素供給設備に係る 保安統括者等 について敷地所有者側での選 任・常 駐の要否の明確化 経済産業省

道路法 ・燃料電池自動車の水 底トンネル等の通行制限について、 通行制限される積載水素数量の緩 和 国土交通省
・水素燃料用容器の例示基準がなく、 容器の型式毎 の検査が複雑で 、手続き等が 負担となっているが、①圧縮天然ガス自動車と同様の容器例示

基準化に 必要なデータ取得項目の明確化、 ②例示基準作成事業 の円滑化のための協 力
・水素燃料容器用バルブ の耐圧試験基準が 、諸外国に比べ て厳しいが、 国際調和の観 点を踏まえ、圧縮天然ガス並みの試験圧力への見 直し
・水素燃料用容器に関す る複合容器に 関して、①高圧化及び容器容量拡大のために必要な試験データ取得項目 の明確化、② 例示基準策定事業の

円滑化のための協力
・高圧容器の再検査実施期間については、道路運送車両法による自動車の検査周期（車検期間） と異なるが、 ①再検査の周 期を車検期間に 合わ
せること 、②車載状態で の検 査を可能とすること

道路運送車両法 ・燃料電池自動車に係る 車両適合基準 の策定による 型式認定制度の 整備 国土交通省

消防法
・燃料電池自動車の地下駐車場等への 進入制限について、地下駐車場等の消火設備対応も含め、 燃料電池自動車の地下駐車場等への進入制限の
緩和 総務省

・水素供給スタンド設 置に関する保安距離確保のため、用 地の制限が大 きい。
・水素供給スタンドにおける保安統括者等の選任・ 常駐義務について、圧縮天然 ガス並みへの見 直し
・水素供給スタンドの漏 れ検知手段について、付臭剤以外の漏れ検知装置による代替手段の採用（付臭剤を不要とする）
・移動式水素供給設備か ら車両への水 素の充填は、 高圧ガスの製造許可を受けた 事業所内及び予 め都道府県知事へ届出た場 所に限定されている

が、燃料切れへの応急措置等が可能となるような充填可能場所の要件の 明確化
・移動式充てん設備の繊維強化プラスティック複合容器について、 ①高圧化のために必要な試 験データ取得項目の明確化、 ②例示基準作成事業

の円滑化のための協 力
・液化ガ ス輸送容器の充填率の上限の 欧米並みへの 見直し
・水素供給スタンドの保安検査の検査周期が１年であり、メンテナンスコストが増大することから、 検査周期の延 長
・水素供給スタンド等の 可燃性ガス及 び圧縮ガスの 製造を行う建築物は、工業地域、工業専用地域以外に建設 できないが、 圧縮天然ガススタン

ド並みの 見直し（準工業地域、商業地域、近隣商業地域、準住居地域、第２種住居地域、第１種住居地域での 建設を可能にする）
・用途地域毎に水素貯蔵量の制限があり、 市街地にスタンドを建設する 場合、小規模にならざるを得 ないが、制限数量の 増加見直しの 可否

道路法 ・完成車両輸送（トレーラー）について、水底トンネル等の通行制限があるが、①指 定トンネルの削 減、②搭載水素の制限数量の 増加

消防法 ・水素スタンド等を設 置する場合、ガソリンスタンドとの併設は認 められていないが、圧縮天然ガススタンド と同等な基準 での併設への見 直し 総務省
・家庭用燃料電池は現状自家用電気工作物扱いとなるため、保安規程の届出、電気主任技術者の 選任の義務が 発生するが、 小出力発電設備 （一
般用電気工作物）に位置付け 、保安規程届出及び電気主任技術者の選任の不要化
・家庭用燃料電池の運転停止時に可燃性ガ ス滞留防止のため、不活性ガ ス（窒素等）による可燃性ガ スの置換（パージ） 義務があるが 、窒素

パージの 不要化
・家庭用燃料電池が発電設備に該当、あるいは内燃機関に 準ずるものとされた場合、消防長への設置届出が必要であるが 、設置届出の 不要化
・家庭用燃料電池が発電設備に該当、 あるいは内燃機関に準ずるものとされた場 合、建築物からの離隔距離を 取る必要があるが、必要な離隔距

離の縮小
・家庭用燃料電池の改質器に逆火防止装置を設置する必要 があるが、逆火防止装置の不要化

総務省消防法
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燃料電池の実用化に関連する規制の再点検
○ 規制の検討要望項目（６法律２８項目）
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水素安全利用等基盤技術開発（２００３～２００７年度）

燃料電池に係る規制の再点検の円滑化を図るため、２００３
年度から各種安全対策技術、水素インフラ関連機器の開発等を
行う「水素安全利用等基盤技術開発」を実施する。

［概要］

［主な内容］

１．安全対策技術の開発１．安全対策技術の開発
（１）燃料電池自動車（水素タンク、バルブ・配管等）
（２）水素インフラ（火災や漏えい防止）
（３）定置用燃料電池

２．水素インフラ関連機器の開発２．水素インフラ関連機器の開発
（水素タンクの高圧化に対応する水素圧縮機、蓄圧器等）

○得られたデータについては、規制の再点検に係る検討に利用する。
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３．革新的・先導的な水素関連技術の開発３．革新的・先導的な水素関連技術の開発

２００１
1.
2.
3.
4.
5.
6.
7.
8.
9.
10.
11.
12.

２００２
1.
2.
3.
4.
5.
6.
7.
8.
9.
10.
11.
12.

２００３
1.
2.

日米のこれまでの取組み日米のこれまでの取組み

燃料電池実用化戦略研究会報告書のとり
まとめ(01. 1.22) 
2020 年までの燃料電池普及のシナリオを策定

固体高分子形燃料電池／水素エネルギー
利用技術開発戦略のとりまとめ(01. 8. 8)

総理、関係閣僚、各会派代表等による燃料
電池自動車試乗会の開催(01.12.13)

副大臣による燃料電池プロジェクトチーム
報告書とりまとめ(02. 5.27)

燃料電池自動車率先導入(02.12. 2)

FreedomCARプログラムを発表(02. 1.)
前政権下のプログラムの衣替え．燃料電池車を含
む自動車関連技術開発プログラム

水素エネルギーロードマップワークショッ
プを開催(02. 4.)
約220名の専門家が集まり、分野別にビジョン達成
に向けた課題を整理

水素エネルギーロードマップ(02.11.12)
４月のワークショップでの成果をとりまとめ、ロード
マップとして発表

燃料電池の実用化に向けた包括的な規制
の再点検の道筋のとりまとめ (02.10.25)

大統領 一般教書演説にて水素に関す
る新たなプログラムを発表(03. 1.28)
５年間で約12億ドルの予算確保を目指す

米国連邦政府の取組み 日本政府の取組み

平成１３年度
１１９億円

平成１４年度
２２０億円

（ブッシュ政権誕生）

（京都議定書不参加表明）

（アラスカにおける石油開発を承認）

総理 施政方針演説にて３年以内実用化を
言及(02.2.4)

２００２ＦＹ
７５．５百万ドル

２００３ＦＹ
９７．４百万ドル

平成１５年度
３０７億円（※ １ドル＝120 円で換算）

（９１億円）

（１１７億円）
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